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令和７年度事業報告書 
 

 

（自 令和７年４月１日 至 令和８年３月３１日） 

一般社団法人全国消防機器協会 

 

第１ 組織、役員会等 

 

１ 正会員 

前年度の会員数 増 減 現在の会員数 

１６ ０ ０ １６ 

 

２ 賛助会員 

前年度の会員数 増 減 現在の会員数 

８４ ０ ０ ８４ 

 

３ 総会、理事会等 

 

(1) 定時総会 

定時総会は、令和７年５月３０日（金）１５時から、明治記念館（丹頂の間 ２階）にお

いて開催し、審議を行った。 

開催にあたっては、事前に議案に関する資料及び書面表決書を送付し、当日、出席できな

い場合には書面表決書の提出を依頼し実施した。 

総会は、正会員１６団体中１５団体の皆様が出席されていることから、定款第１９条第２

項の規定により、成立した。 

ア 出席状況 

(ｱ) 正会員団体 

出席 

 一般社団法人日本火災報知機工業会（以下「火報工業会」といいます。） 

一般社団法人日本消火器工業会（以下「消火器工業会」といいます。） 

一般社団法人日本消火装置工業会（以下「装置工業会」といいます。） 

一般社団法人日本消防ポンプ協会（以下「ポンプ協会」といいます。） 

一般社団法人日本消防放水器具工業会（以下「放水工業会」といいます。） 

一般社団法人全国避難設備工業会（以下「避難工業会」といいます。） 

一般社団法人日本消防ホース工業会（以下「ホース工業会」といいます。） 

公益財団法人日本防炎協会（以下「防炎協会」といいます。） 

一般社団法人日本消防標識工業会（以下「標識工業会」といいます。） 

一般社団法人日本消防服装・装備協会（以下「服装装備協会」といいます。） 

一般社団法人日本内燃力発電設備協会（以下「内発協」といいます。） 

一般社団法人日本照明工業会（以下「照明工業会」といいます。） 

ガス警報器工業会（以下「ガス工業会」といいます。） 

一般社団法人インターホン工業会（以下「インタ工業会」といいます。） 

一般社団法人全国設備業ＤＸ推進会（以下「ＤＸ会」といいます。） 

欠席 

 一般社団法人全国消防機器販売業協会（以下「全消販」といいます。） 

(ｲ) 出席者 

  金森 賢治 氏（会長）、伊藤 龍典 氏（副会長）、初田 和弘 氏（副会長）、 
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板倉 秀樹 氏（理事）、中島 正博 氏（理事）、森田  勉 氏（理事）、 

菊池  信 氏（理事）、中村 浩士 氏（理事）、満田  誉 氏（理事）、 

神事 潤三 氏（理事）、小林寿太郎 氏（理事）、飯塚  治 氏（理事）、 

平野 正樹 氏（内発協会長）、鹿倉 智明 氏（照明工業会専務理事）、 

髙橋 良典 氏（ガス工業会会長）、市川 周作 氏（インタ工業会会長）、 

井上 英明 氏（ＤＸ会代表理事）、岡村 武士 氏（装置工業会会長）、 

細井  元 氏（火報工業会副会長）、日向 勇美 氏（ポンプ協会会長）、 

財津 裕真 氏（ホース工業会会長） 

長澤 良治 氏（監事）、権藤  浩 氏（監事） 

(ｳ) 出席者 

臼井  潔 氏（理事） 

イ 議案 

(ｱ) 第１号議案 令和６年度事業報告書の報告及び決算報告書の承認について 

→ 原案のとおり承認された。 

(ｲ) 第２号議案 役員の任期満了に伴う新役員の選任について 

→ 原案のとおり承認された。 

ａ 理事の選任 

板倉 秀樹 氏（重任）、初田 和弘 氏（重任）、岡村 武士 氏（新任）、 

細井  元 氏（新任）、日向 勇美 氏（新任）、森田  勉 氏（重任）、 

菊池  信 氏（重任）、財津 裕真 氏（新任）、臼井  潔 氏（重任）、 

満田  誉 氏（重任）、神事 潤三 氏（重任）、小林寿太郎 氏（重任）、 

飯塚  治 氏（重任） 

ｂ 監事の選任 

長澤 良治 氏（重任）、権藤  浩 氏（重任） 

ウ 報告事項 

(ｱ) 令和７年度事業計画及び収支予算について、報告がされた。 

(ｲ) 岩手県大船渡市の林野火災による災害義援金２４０万円を岩手県あてに送金した旨の 

報告がされた。 

(2) 理事会 

ア 第１回理事会 

令和７年５月７日（水）１５時からアルカディア市ヶ谷（妙高の間 ７階）において開 

催し、審議を行った。 

(ｱ) 出席状況（理事１３名中１１名及び監事２名出席） 

出席者 金森会長、伊藤副会長、初田副会長、板倉理事、森田理事、菊池理事、 

中村理事、臼井理事、満田理事、神事理事、飯塚理事、長澤監事、権藤監事 

欠席者 中島理事、小林理事 

オブザーバ 妻鳥事務局長（ポンプ協会）及び三浦事務局長（服装装備協会） 

(ｲ) 第１号議案 令和６年度事業報告書の承認について 

→ 原案のとおり決議され、５月３０日（金）に開催が予定されている定時総会に報告 

することとされた。 

(ｳ) 第２号議案 令和６年度決算報告書の承認について 

→ 原案のとおり決議され、５月３０日（金）に開催が予定されている定時総会に諮る 

こととされた。 

(ｴ) 第３号議案 令和７年度定時総会の議案について 

→ 原案（令和６年度事業報告書の報告、令和６年度決算報告書の承認、役員の任期満 

了に伴う新役員の選任、令和７年度事業計画書及び収支予算書の報告）のとおり決議 

された。 
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(ｵ) 第４号議案 会長感謝状の贈呈について 

→ 原案のとおり決議された。 

(ｶ) その他 

令和７年度社会貢献事業、令和７年度機器協会会長表彰受賞者、令和７年度定時総会 

・表彰式・祝賀懇親会及び令和７年度機器協会行事予定について報告された。 

イ 第２回理事会 

令和７年５月３０日（金）１５時５０分から明治記念館（丹頂の間 ２階）において、 

定時総会で選任された理事及び監事により、開催された。 

(ｱ) 出席状況（理事１３名中１１名及び監事２名出席） 

出席者 板倉理事、初田理事、岡村理事、細井理事、日向理事、森田理事、菊池理事、 

財津理事、満田理事、神事理事、飯塚理事、長澤監事及び権藤監事 

欠席者 臼井理事及び小林理事 

(ｲ) 第１号議案 会長（代表理事）、副会長及び常務理事の選定について 

→ 会長として板倉理事を、副会長として初田理事及び岡村理事を、常務理事（業務執 

 行理事）として飯塚理事を選定し、事務局長は、飯塚常務理事が兼ねることが決議さ 

れた。 

(ｳ) その他 

創立６０周年記念行事の準備を始めること及びその計画書については後日書面による 

審議を行うことが決議された。 

ウ 第３回理事会 

令和７年１０月２７日（月）1５時からアルカディア市ヶ谷（伊吹(東)の間 ６階）にお 

いて開催された。 

(ｱ) 出席状況（理事１３名中１２名及び監事２名出席） 

  出席者 板倉会長、初田副会長、岡村副会長、細井理事、日向理事、森田理事、 

菊池理事、臼井理事、満田理事、神事理事、小林理事、飯塚理事、長澤監事、 

権藤監事 

欠席者 財津理事 

オブザーバ 中澤事務局長（ホース工業会） 

(ｲ) 第１号議案 令和７年度前期の事業及び収支予算の執行状況について 

→ 原案のとおり決議された。 

(ｳ) 第２号議案 災害義援金活動に係る基準（案）の制定について 

→ 原案のとおり決議された。 

(ｴ) その他 

令和７年度消防機器開発普及功労者表彰受賞者、令和７年秋の黄綬褒章候補者、令和 

８年新年名刺交換会及び新年互例会のスケジュール、令和７年度（後期）行事予定及び 

設立６０周年記念行事に係る要望提出について報告された。 

エ 書面による理事会 

(ｱ) 顧問の選任 

現顧問 吉田義実 氏（全国消防長会会長）が、令和７年７月１５日をもって退任さ 

れ、後任の会長に 市川 博三 氏が８月６日に就任されたことに伴い、顧問に市川氏 

を推薦し選任するため、７月３１日付けで「提案書（顧問の推薦及び選任）」を各理事 

に、「理事会決議の省略に係る異議の確認について」を各監事に発出し、書面による理 

事会での審議を行った。 

     審議の結果、全理事から「同意する旨」及び全監事から「異議がない旨」の回答があ 

    り、市川氏の顧問選任が決議された。 

(ｲ) 設立６０周年記念行事実施計画による業務執行 

業務執行（設立６０周年記念行事実施計画）の決定を行うため、７月３１日付けで「 
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提案書（業務執行の決定）」を各理事に、「理事会決議の省略に係る異議の確認につい 

て」を各監事に発出し、書面による理事会での審議を行った。 

審議の結果、全理事から「同意する旨」及び全監事から「異議がない旨」の回答があ 

り、設立６０周年記念行事実施計画による業務執行が決議された。 

オ 第４回理事会 

令和８年３月２７日（金）1５時からアルカディア市ヶ谷（伊吹(東)の間 ６階）にお 

いて開催された。 

(ｱ) 出席状況（理事１３名中１１名及び監事２名出席） 

出席者 板倉会長、初田副会長、岡村副会長、細井理事、森田理事、菊池理事、 

臼井理事、満田理事、神事理事、小林理事、飯塚常務理事、長澤監事、 

権藤監事 

欠席者 日向理事、財津理事 

(ｲ) 第１号議案 令和７年度事業報告及び決算見込みについて 

 → 原案のとおり決議された。 

(ｳ) 第２号議案 令和８年度事業計画（案）について 

 → 原案のとおり決議された。 

(ｴ) 第３号議案 令和８年度収支予算（案）について 

→ 次の確認等が行われた後、原案のとおり決議された。 

ａ 将来的には、赤字化が予想されるので、今年度の経費の具体的な削減や会費等の値 

上げ等について、数年後を視野に検討すること。 

ｂ 傘下の団体の事業運営について、中長期的な目線で確認してほしいこと。 

(ｵ) 第４号議案 設立６０周年記念行事「６０年のあゆみ（案）」について 

 → 原案のとおり、作成、校正等を行うことが決議された。 

(ｶ) その他 

令和８年春の叙勲及び褒章候補者、令和８年度行事予定、設立６０周年記念行事実施 

計画の変更点等、消防法令に基づく各種手続に係る法令違反の防止及び消防機器業にお 

けるイスラエルとアメリカによるイラン攻撃の影響について、報告等があり、次の事項 

について、事務局長会議等において検討することとされた。 

ａ 法令違反の防止 

行政書士法令を遵守することの確認が行われるとともに、理事会での意見を踏まえ、 

検討すること。 

ｂ イラン攻撃の影響 

中長期的な事例を含め検討し、消防庁に対して情報提供すること。 

(3) 事務局長会議 

ビジョンセンター東京虎ノ門等において１２回開催し、各団体共通の課題について、協議、 

報告、情報の交換等を行うとともに、当協会の運営、その他業務について連絡調整を行った。 

会議資料等は、会議終了後、メールにて送付している。 

開催日時・場所、協議事項等は、次のとおりである。 

ア 第１回 ４月８日(火)１５時３０分～１７時 ビジョンセンター東京虎ノ門４０５ 

(ｱ) 令和６年度第４回理事会の開催結果について 

(ｲ) 令和７年度社会貢献事業の実施について 

(ｳ) 令和７年度の重点業務やトピックス等の資料について 

(ｴ) 令和７年度第１回理事会の開催について 

(ｵ) 令和７年度定時総会、会長表彰式、祝賀・懇親会について 

(ｶ) その他 

イ 第２回 ５月１３日(火) １５時３０分～１７時 ビジョンセンター東京虎ノ門４０５ 
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(ｱ) 令和７年度第１回理事会について 

(ｲ) 令和７年度機器協会会長表彰受賞者の決定について 

(ｳ) 令和７年度定時総会、会長表彰式、祝賀・懇親会について 

(ｴ) 令和７年春の褒章について 

(ｵ) 消防関係専門誌の皆様との懇談会について 

(ｶ) 日本消防検定協会との消防機器業務懇談会について 

(ｷ) 会員名簿について 

(ｸ) 令和７年度消防庁長官表彰（消防機器開発普及功労）候補者の推薦について 

(ｹ) 令和７年度消防機器等に関する情報提供業務等について 

(ｺ) 消防機器会海外展開支援センターの合同会議等について 

(ｻ) 消防技術戦略会議について 

(ｼ) その他 

ウ 第３回 ６月１０日(火) １５時３０分～１７時 ビジョンセンター東京虎ノ門４０５ 

(ｱ) 令和７年度定時総会の報告について 

(ｲ) 令和７年度第２回理事会の報告について 

(ｳ) 令和７年度会長表彰式及び表彰祝賀会・定時総会懇親会について 

(ｴ) 設立６０周年記念行事実施計画案について 

(ｵ) 令和７年春の褒章の伝達式・拝謁について 

(ｶ) 令和８年春の叙勲・褒章上申候補者事前調査について 

(ｷ) 団体保険の更新等について 

(ｸ) 令和７年度版「会員名簿」作成に係る協力依頼について 

(ｹ) 令和７年度消防庁長官表彰候補者の推薦について 

(ｺ) 令和７年度の住警器等配付モデル事業実施地区の募集結果について 

(ｻ) ベトナム国ホーチミン市で開催される防災展について 

(ｼ) 令和７年岩手県大船渡市の林野火災に係る災害義援金について 

(ｽ) その他 

エ 第４回 ７月８日(火) １５時３０分～１７時 日本消防会館Ａ会議室 

(ｱ) 令和７年度社会貢献事業の状況について 

(ｲ) 令和７年度消防庁長官表彰について 

(ｳ) 設立６０周年記念行事実施計画案について 

(ｴ) 令和８年春の叙勲・褒章上申候補者事前調査について 

(ｵ) 団体保険（損害保険）について 

(ｶ) 令和７年度版会員名簿及び号外について 

(ｷ) ベトナム国ホーチミン市で開催される防災展のブースの案内について 

(ｸ) 物価上昇に合わせた公的制度の点検・見直しＰＴに提出する資料作成のためのアンケ 

     ート調査（以下「入札制度アンケート」といいます。）の実施について 

(ｹ) その他 

オ 第５回 ８月５日(火) １５時３０分～１７時 ビジョンセンター東京虎ノ門４０５ 

(ｱ) 令和７年度住警器等配付モデル事業実施地区選定委員会の選定結果等について 

(ｲ) 令和７年度長官表彰候補者の推薦状況等について 

(ｳ) 令和８年春の叙勲及び褒章上申希望者数について 

(ｴ) 令和７年度予防技術講習会の開催結果について 

(ｵ) 令和７年度消防機器等に関する研修会の開催日等について 

(ｶ) 入札制度アンケートについて 

(ｷ) 改正省令等について 

(ｸ) 第３回消防技術戦略会議に提出予定の資料について 

(ｹ) 印刷物の共有化について 
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(ｺ) 能美防災株式会社の外部調査委員会による調査報告書の公表について 

(ｻ) その他 

カ 第６回 ９月９日(火) １５時３０分～１７時 ビジョンセンター東京虎ノ門４０５ 

(ｱ) 令和７年秋の褒章候補者の内示等について 

(ｲ) 令和８年春の叙勲及び褒章候補者の推薦について 

(ｳ) 令和７年度の長官表彰候補者の上申について 

(ｴ) 長官表彰式の事務局の対応について 

(ｵ) 令和８年「新年名刺交換会」及び「新年互礼会」について 

(ｶ) 団体保険の更新状況について 

(ｷ) 令和７年度の住警器等贈呈式・住宅防火対策講演会について 

(ｸ) 令和７年度第３回理事会の開催について 

(ｹ) ベトナム国ホーチミン市で開催された防災展について 

(ｺ) 入札制度アンケート調査の延長について 

(ｻ) 災害義援金活動に係る基準案について 

(ｼ) その他 

キ 第７回 １０月１４日(火) １５時３０分～１７時 ビジョンセンター東京虎ノ門４０５ 

(ｱ) 第３回理事会における議事について 

(ｲ) 令和７年度住警器等贈呈式・住宅防火対策講演会の開催結果について 

(ｳ) 令和７年秋の褒章の物件交付、伝達式等について 

(ｴ) 「令和８年消防高島暦」の作成及び配付について 

(ｵ) 新年名刺交換会等について 

(ｶ) 令和７年度消防庁長官表彰受賞者の決定等について 

(ｷ) 令和７年度消防庁長官表彰式等について 

(ｸ) 創立６０周年記念行事について 

(ｹ) 「入札制度アンケート調査」について 

(ｺ) 検定業務手数料等について 

(ｻ) 新技術に関する消防庁への状況提供について 

(ｼ) その他 

ク 第８回 １１月１１日(火) １５時３０分～ 日本消防会館Ａ会議室 

(ｱ) 検定業務手数料等について 

(ｲ) 令和７年度第３回理事会の開催結果について 

(ｳ) 令和７年秋の褒章受章者の発令及び伝達式・拝謁について 

(ｴ) 令和８年春の叙勲及び褒章の上申について 

(ｵ) 令和８年新年名刺交換会及び新年互礼会の開催について 

(ｶ) 令和６年度社会貢献事業の住警器等配付事業実施地区に対するアンケート調査につい 

 て 

(ｷ) 令和８年秋の叙勲・褒章の候補者等について 

(ｸ) 退職自衛官の消防設備関関連の企業における活用について 

(ｹ) その他 

ケ 第９回 １２月１２日(金) １５時～ いなとり荘会議室 

(ｱ) 令和８年「新年名刺交換会」等に係る協力依頼について 

(ｲ) 令和８年度消防機器等関係者会長表彰に係る被表彰候補者の推薦について 

(ｳ) 令和８年秋の叙勲、褒章上申希望者数の調査について 

(ｴ) 機器協会機関紙号外の発行について 

(ｵ) 退職自衛官の活用について 

(ｶ) 入札制度アンケートの結果について 

(ｷ) ６０年のあゆみについて 
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(ｸ) その他 

コ 第10回 １月１３日(火) １５時３０分～ ビジョンセンター東京虎ノ門４０５ 

(ｱ) 令和８年新年名刺交換会及び新年互例会の開催結果の概要について 

(ｲ) 令和８年秋の叙勲及び褒章上申希望者数の調査について 

(ｳ) 第４回理事会及び社会貢献委員会の開催について 

(ｴ) 令和８年度高齢者叙勲候補者の調査について 

(ｵ) 機器協会機関紙号外（令和８年１月発行）について 

(ｶ) ６０年のあゆみについて 

(ｷ) その他 

サ 第11回 ２月１０日(火) １５時３０分～ ビジョンセンター東京虎ノ門４０５ 

(ｱ) 令和８年及び令和９年の新年名刺交換会及び新年互例会について 

(ｲ) 令和７年度第４回理事会の開催について 

(ｳ) 第２６回社会貢献委員会の開催について 

(ｴ) 機器協会会長表彰受賞候補者の関係書類の提出について 

(ｵ) 令和８年度の消防関係専門誌の皆様との懇親会の開催について 

(ｶ) 令和８年度の消防機器業務懇談会の開催について 

(ｷ) 令和８年度の重点業務、トピックス等の資料作成について 

(ｸ) 機器協会の令和８年度事業計画、収支予算について 

(ｹ) 令和８年秋の叙勲、褒章上申者希望数について 

(ｺ) 令和７年度消火栓贈呈式について 

(ｻ) ６０年のあゆみについて 

(ｼ) その他 

シ 第12回  ３月１０日(火) １５時３０分～ 日本消防会館Ａ会議室 

(ｱ) 令和８年度機器協会会長表彰候補者の推薦について 

(ｲ) 令和７年度第４回理事会について 

(ｳ) 第２６回社会貢献委員会について 

(ｴ) 令和７年度の消防機器等に関する情報提供業務等について 

(ｵ) 令和８年春の褒章候補者の内示について 

(ｶ) 令和８年度消防機器開発普及功労者（消防庁長官）表彰式について 

(ｷ) 令和８年度各団体定時総会、表彰式、祝賀会等の予定について 

(ｸ) 退職自衛官の活用について 

(ｹ) ６０年のあゆみについて 

(ｺ) パンフレットの共用、消防関係手続における法違反の防止等について 

(ｻ) その他 

 

第２ 事業の概要 

 

１ 消防機器等の技術開発の奨励関係 

 

(1) 叙勲及び褒章 

ア 令和７年春の褒章 

黄綬褒章受章者は、当機器協会から上申した３名の皆様であり、令和７年４月２９日に 

発令（４月２８日公表）されている。 

髙坂 光一 氏  現 高坂防災株式会社 代表取締役 

             現 全消販 理事 

細井  元 氏  現 ホーチキ株式会社 代表取締役社長執行役員 

    佐々木孝行 氏  現 株式会社コーアツ 代表取締役社長 
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             現 装置工業会 理事 

褒章伝達式及び拝謁は、５月２８日（水）に総務省地下２階講堂及び皇居において行わ 

れ、伝達式では、髙坂氏が代表受領者となっている。 

イ 令和７年秋の褒章 

黄綬褒章受章者は、当機器協会から上申した３名の皆様であり、令和７年１１月３日に 

発令（１１月２日公表）されている。 

佐久間克行 氏  現 ナカ工業株式会社 代表取締役社長 

         現 避難工業会 理事 

赤尾  隆 氏  現 株式会社赤尾 代表取締役社長 

         元 機器協会 理事 

芝谷 康二 氏  現 オーハツ株式会社 取締役会長 

褒章伝達式及び拝謁は、１１月１９日（水）に総務省地下２階講堂及び皇居において 

行われている。 

ウ 令和８年春の叙勲 

令和７年１０月２８日に叙勲候補者１名の上申を行い、令和８年３月１３日に内示され 

ている。 

叙勲伝達式等は、令和８年５月２０日（水）にニッショーホール及び皇居において行う 

予定とされている。 

  エ 令和８年春の褒章 

令和７年９月２４日に褒章候補者３名の上申を行い、令和８年３月３日に内示されてい 

る。 

褒章伝達式等は、令和８年５月１３日（水）に総務省地下２階講堂及び皇居において行 

   う予定とされている。 

オ 令和８年秋の褒章 

令和８年１月１６日に褒章上申希望者数３名として回答し、その結果、１月３０日に褒 

章候補者３名（消火器工業会１名、ポンプ協会１名及び内発協１名）として上申するよう 

にとの内示があり、現在、上申手続の準備等を行っている。 

(2) 消防機器等関係者会長表彰 

令和７年度の会長表彰式及び表彰祝賀会は、令和７年５月３０日（金）に明治記念館（孔 

雀の間及び蓬莱の間 ２階）において開催された。 

会長表彰受賞者は５５名の皆様である。 

令和７年度 消防機器等関係者表彰受賞者名簿 

所属

団体 
氏   名 会  社  名 役   職 

火報

工業

会 

池田  信也 能美防災株式会社 
執行役員 火報設備本部長 兼 

人事部･安全衛生推進室担当 

正木  隆之 ニッタン株式会社 
執行役員 国内事業本部 

商販事業推進部長 

甲斐  正浩 ホーチキ株式会社 
取締役 常務執行役員 

営業本部長 

鈴木  智広 
パナソニック株式会社 

エレクトリックワークス社 

ソリューションエンジニアリング

本部 ソリューション事業統括部ビ

ルディングオペレーションカテゴ

リー商品技術部 主任技師 

猪瀬    淳 日本ドライケミカル株式会社 安全施工品質部 副部長 

松田  典久 アイホン株式会社 
生産本部 生産技術部 

工程管理課 主事 
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酒匂  健司 日信防災株式会社 取締役 名古屋支店長 

長瀧  将和 セコム株式会社 

技術開発本部 開発センター セン

サー・ハード開発Ｇ シニアエンジ

ニア 

消火

器工

業会 

中村  幸秀 日本ドライケミカル株式会社 機器東京支店 第1営業部 部長 

岡田    学 株式会社初田製作所 
ファイヤープリベンションシステ

ム事業部 事業部長 

菊池    亮 マルヤマエクセル株式会社 東日本営業所 所員 

武部  浩士 モリタ宮田工業株式会社 
営業本部 関西支店 

機器営業課長 

遠藤  辰基 ヤマトプロテック株式会社 技術本部 技術部 次長 

装置

工業

会 

魚住  重通 モリタ宮田工業株式会社 技術開発部長 

佐藤  幸喜 千住スプリンクラー株式会社 開発設計部 部長 

井芹  隆司 ホーチキ株式会社 経営企画部長 

佐藤  重和 日本ドライケミカル株式会社 建築防災事業部 副事業部長 

土斐崎 八郎 能美防災株式会社 

九州支社長付 九州ノーミ株式会社

出向 九州ノーミ株式会社 代表取

締役社長 

ポン

プ協

会 

篠﨑  哲也 株式会社篠崎ポンプ機械製作所 代表取締役 

鈴木    薫 日本機械工業株式会社 官庁・法人営業部長 

古谷  孝太 トーハツマリーン株式会社 工場 次長 

山北  忠司 株式会社モリタ 常務執行役員 営業本部長 

谷口  裕和 株式会社モリタ 常務執行役員 生産本部長 

井田  嘉一 株式会社モリタテクノス 執行役員 

放水

工業

会 

小口  晃司 株式会社丸共ユニオン 代表取締役社長 

伝法  竜広 株式会社建設工業社 東北支店 設計・積算Ｇｒ 課長 

榊原  豊人 株式会社初田製作所 消火栓事業部 横浜営業所 

中岡  浩二 株式会社立売堀製作所 四国営業所 所長（課長） 

赤塚  孝二 株式会社北浦製作所 東京支店 支店長 

避難

工業

会 

佐渡山  肇 オリロー株式会社 開発設計部執行役員 

山本  英樹 ナカ工業株式会社 札幌工場 製造課長 

宮田  有二 株式会社ニチボウ ＣＳ部 ＣＳ４課 

ホー

ス工

業会 

竹弘  雄哉 芦森工業株式会社 防災製造部 

髙田    学 帝国繊維株式会社 
鹿沼工場 生産課（製織） 

アシスタントマネジャー 

井上  昭義 株式会社初田製作所 

ホーステクニカルイノベーション

事業部伊賀第３工場 業務課 海外

生産Ｇ 

全消

販 

井上    晃 テクノ・テクノス株式会社 代表取締役 

高橋  一豪 
株式会社ヤマト防災サービスセ

ンター 
代表取締役 

麻生川 通夫 真弓興業株式会社 取締役会長 

尾曲  昭二 鹿児島森田ポンプ株式会社 代表取締役 

防炎

協会 

森    裕一 ミエ産業株式会社 代表取締役社長 

廣田  優希 株式会社ＫＭネクスト 取締役 商品本部長 

小田  裕慈 ガマカ工業株式会社 代表取締役社長 
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堀江  克見 堀江織物株式会社 会長 

上田  孝治 栃木県室内装飾事業協同組合 理事長 

中山  和重 滋賀県室内装飾事業協同組合 理事長 

久保  浩二 高知県室内装飾事業協同組合 理事長 

大内    貴 日本クリーナーズ防炎協会 理事長 

標識

工業 

会 

倉持    滋 株式会社つくし工房 営業総括 取締役 

永田  幸二 株式会社日本緑十字社 営業部 

服装

装備

協会 

岡野  雅明 株式会社チクマ 
ユニフォーム事業部大阪販売部 部

長 

西垣  武志 辰野株式会社 
繊維事業部 ユニフォーム営業1部 

部長 

内発

協 
塩谷  智彦 株式会社東京電機 代表取締役 

照明

工業

会 

石井  慎二 三菱電機照明株式会社 
開発本部 器具技術部 器具技術第

三課 主幹 

ガス

工業

会 

江幡  弘道 ホーチキ株式会社 
開発戦略部 技術管理グループマネ

ージャー 

イン

タ工

業会 

岩渕  航太 
パナソニック株式会社 

エレクトリックワークス社 

電材＆くらしエネルギー事業部 

電設資材ＢＵ マンションシステム

商品技術部 主任技師 

(3) 令和７年度消防庁長官表彰（消防機器開発普及功労） 

消防庁長官表彰の推薦枠は、３０名であり、各正会員団体から推薦のあった候補者２９名 

について、令和７年８月２６日（火）に開催した消防機器開発普及功労者表彰候補者選考委 

員会の結果を踏まえ、候補者全員である２９名について、９月２日付けで消防庁に消防庁長 

官表彰候補者として上申した。 

表彰対象者については、消防庁から表彰候補者２９名について決定した旨の通知が９月９ 

日に発出され、１０日に各団体あて決定通知を送付している。 

消防庁長官表彰式は、１０月１７日(金)１５時３０分から明治記念館（蓬莱の間 ２階） 

において、消防庁長官表彰及び一般財団法人日本消防設備安全センター（以下「安全センタ 

ー」といいます。）理事長表彰と合同で、また、表彰祝賀会は、同日１７時から明治記念館 

（冨士の間 ２階）で安全センター創立５０周年祝賀会と合同で開催された。 

消防庁長官表彰受賞者は、次の皆様で、表彰式では、北浦氏が代表受領者となっている。 

令和７年度 消防機器開発普及功労者表彰受賞者名簿 

所属

団体 
氏 名 会  社  名 職 名 

火報

工業 

会 

柳川   浩 ニッタン株式会社 執行役員 

甲斐   正浩 ホーチキ株式会社 取締役 常務執行役員 営業本部長 

高畑  浩司 ヤマトプロテック株式会社 取締役 

小籔     亨 
パナソニック株式会社 

エレクトリックワークス社 

ソリューションエンジニアリング

本部 ソリューション事業統括部 

主務 

消火

器工
福島  雅之 株式会社初田製作所 

取締役 品質保証・環境管理部 部

長 
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業会 來迎  貴良 ヤマトプロテック株式会社 取締役 

大矢  雅己 日本ドライケミカル株式会社 東北支店長 

装置

工業 

会 

原    隆亜 東京計器株式会社 防災設備部統括部長 

井元    創 ニッタン株式会社 

執行役員 国内事業本部 消火事業

統轄部長 兼 首都圏支社消火装置

部長 

古我  幸宏 モリタ宮田工業株式会社 
営業本部設備管理部設計・積算課

専任職 

ポン

プ協 

会 

久保田  章 日本機械工業株式会社  執行役員 生産本部 本部長 

井田  嘉一 株式会社モリタテクノス 執行役員 

内川  浩樹 株式会社シバウラ防災製作所 経営管理部 総務企画グループ長 

放水

工業 

会 

北浦    靖 株式会社北浦製作所 代表取締役社長 

津田  一浩 ヨネ株式会社 東京支店 エキスパート 

避難

工業 

会 

大幸    斉 ヤマトプロテック株式会社 代表取締役社長ＣＯＯ 

岡野  晶司 オリロー株式会社 取締役 兼 営業本部長 

ホー

ス工

業会 

藤田 慎一郎 櫻護謨株式会社 福岡営業所長 

全消 

販 

浦野  静夫 浦野工業株式会社 代表取締役社長 

永田    豊 内外物産株式会社 代表取締役社長 

防炎

協会 

神谷  邦雄 キョーワ株式会社 代表取締役社長 

八木  法明 ファシル株式会社 代表取締役 

間瀬  保英 種田シート工業株式会社 取締役会長 

大八木  博 株式会社あらいぐま 代表取締役社長 

標識

工業 

会 

平林  宏一 根本特殊化学株式会社 機能材料事業部 標識営業主任 

服装

装備

協会 

小田切 晋平 日本毛織株式会社 
衣料繊維事業本部 ユニフォーム

部 ビジネス課主席 

内発 

協 
塩谷  智彦 株式会社東京電機 代表取締役社長 

ガス

工業 

会 

大橋  洋隆 矢崎エナジーシステム株式会社 
ガス機器事業部  

ガス機器開発センター長 

イン

タ工

業会 

岩渕  航太 
パナソニック株式会社 

エレクトリックワークス社 

電材＆くらしエネルギー事業部 

電設資材ＢＵ マンションシステ

ム商品技術部 主任技師 

 

２ 関係省庁その他との連絡調整関係 

 

(1) 消防庁等関係省庁との連絡等 

その都度、事務局長会議等を通じ情報提供を行っている。 



 

12 
 

特に予防課の発送文書中、業界に関係あるものは、その都度メール等により工業会事務局 

等に送付するほか、関係団体の連絡事項についても会員に必要なものを通知するなど緊密な 

連絡協調を図った。 

(2) 消防機器業務懇談会の開催 

第６６回消防機器業務懇談会が令和７年４月２３日（水）１４時３０分から明治記念館（ 

曙の間 １階）において開催され、日本消防検定協会（以下「検定協会」といいます。）の 

幹部１３名及び機器協会傘下１５団体１６名が出席した。 

検定協会からは、令和７年度主要業務重点事項、型式試験・型式適合検定等の申請状況及 

び検定協会役員・幹部一覧の情報提供があった。 

機器協会及び傘下会員１５団体からは、令和７年度の重点業務・トピックス等について、 

各団体の会長、副会長又は理事から順次情報提供を行った。 

(3) 安全センターに対する協力 

機器協会から理事、評議員、表彰委員会委員等を派遣し、同センターの業務運営に協力し 

た。また、月刊フェスクの編集委員会に参画し、機器業界関係の情報提供や執筆者の紹介等 

を行った。 

(4) 消防関係専門紙の皆様との懇談会 

懇談会が令和７年４月１０日（木）１０時からアルカディア市ヶ谷（琴平の間 ７階）に 

おいて開催され、株式会社ＳＰジャーナル社（伊藤代表取締役会長）、株式会社消防時代（ 

今井代表取締役）、株式会社近代消防社（三ツ井代表取締役）、消防文化社（渋井氏）及び 

東京法令出版株式会社第二事業部（浅野氏）の５社５名が参加、機器協会傘下１２団体１４ 

名が出席した。 

各団体から令和７年度の重点業務・トピックス等の情報提供を行い、その後消防専門誌各 

社との質疑応答（林野火災等消火薬剤に関する質疑が多数）が行われた。 

(5) 消防関係団体等との連携及び協力 

消防関係団体に理事、評議員、監事、監査役等を派遣し、その業務運営に協力した。 

ア 理事 

安全センター、公益財団法人日本消防協会、一般財団法人日本防火・防災協会（以下「 

防火防災協会」といいます。）、一般財団法人日本防火･危機管理促進協会（以下「促進協 

会」といいます。）等 

イ 評議員 

公益財団法人消防育英会、防火防災協会及び促進協会 

ウ 監事・監査役 

ＩＳ０／ＴＣ２１協議会監事、日本フェスクサービス株式会社監査役 

エ その他 

住宅防火対策推進協議会構成員、消防技術戦略会議構成員、消防研究センター研究評価 

委員会委員、試験問題公開検討委員会委員 

 

３ 防災思想の普及及び業界のＰＲ関係 

 

ＩＳ０／ＴＣ２１協議会監事、月刊フェスク編集委員会委員を派遣しそれぞれの業務運営に 

協力するとともに、次のＰＲ、資料作成等を行い、普及等に協力している。 

 

(1) 消防庁主唱による秋季の全国火災予防運動の実施に協力し、業界内外のＰＲを行った。 

(2) 令和７年度会員名簿（令和７年９月版）を１，０００部作成し、会員その他関係方面に配 

付した。 

(3) 機関紙「消防機器」号外を８月に、１，５００部を作成し、会員その他関係方面に配付し 

た。 
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(4) 次の展示会、業務等について、協賛団体等として協力した。 

ア 協賛 

ＪＡＰＡＮ ＳＨＯＰ（第５５回店舗総合見本市） 令和８年３月開催 

防災産業展２０２６ 令和８年１月開催 

第２回消防設備士サミット２０２５ 令和７年１０月開催 

日経メッセ 街づくり・店づくり総合展 令和８年３月開催 

イ 後援等 

国際消防・防災展 令和８年５月開催 

ＩＮＴＥＲＳＣＨＵＴＺ２０２６ジャパンパビリオン 令和８年６月開催 

    防災推進協議会 

公益財団法人東京防災救急協会  等 

 

４ 消防機器等に関する情報提供業務関係 

 

消防機器等に関する情報提供業務として、検定協会からの受託業務と併せて、当協会の継続 

事業（会員に対する情報提供）として実施した。 

なお、この業務は、消防機器等製品情報センターの業務として実施している。 

また、当センターには、情報提供に係る企画立案及び実行に係る業務等について、内容の検 

討、確認等を行うため、運営会議を設置している。 

 

(1) 運営会議の開催 

運営会議は、各正会員団体１６団体の事務局長、総務部長及び担当部長に加え、検定協会 

及び消防研究センターの職員により構成し、毎月、原則として毎月第２火曜日の事務局長会 

議の前に実施している。 

ア 第１回 ５月１３日（火）１５時～ ビジョンセンター東京虎ノ門４０５ 

(ｱ) 新委員の紹介 

(ｲ) 令和７年度事業計画について 

(ｳ) 令和７年度予防技術講習会の開催について 

(ｴ) その他 

イ 第２回 ６月１０日（火）１５時～ ビジョンセンター東京虎ノ門４０５ 

(ｱ) 前回議事録の確認について 

(ｲ) 予防技術講習会のプログラムについて                            

(ｳ) 自主表示届出番号一覧表について 

(ｴ) 消防法令改正関係資料集について 

(ｵ) その他 

ウ 第３回 ７月８日（火）１５時～ 日本消防会館Ａ会議室 

(ｱ) 前回議事録の確認について 

(ｲ) 予防技術講習会のプログラム等について 

(ｳ) 令和７年度消防法令改正関係資料について 

(ｴ) 自主表示届出番号一覧表の目次等について 

(ｵ) その他 

エ 第４回 ９月９日（火）１５時～ ビジョンセンター東京虎ノ門４０５ 

(ｱ) 前回議事録の確認について 

(ｲ) 令和７年度予防技術講習会の開催結果について 

(ｳ) 令和７年度消防機器等に関する研修会の開催について 

(ｴ) 研修会プログラム・アンケートについて 

(ｵ) その他 
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オ 第５回 １１月１１日（火）１５時～ 日本消防会館Ａ会議室 

(ｱ) 前回議事録の確認について 

(ｲ) 令和７年度予防技術講習会に関する業務完了報告書（案）について 

(ｳ) 令和７年度予防技術情報交換会の実施に関する業務完了報告書（案）について 

(ｴ) 令和７年度消防機器等に関する研修会の申込状況等について 

(ｵ) 自主表示届出番号一覧表（令和７年７月）及び消防法令改正関係資料集（令和７年７ 

月）のホームページ掲載について 

(ｶ) その他 

カ 第６回 １月１３日（火）１５時～ ビジョンセンター東京虎ノ門４０５ 

(ｱ) 前回議事録の確認について 

(ｲ) 令和７年度消防機器等に関する情報提供業務実施結果について 

(ｳ) その他 

キ 第７回  ３月１０日（火）１５時～ 日本消防会館Ａ会議室 

(ｱ) 前回議事録の確認について 

(ｲ) 令和７年度消防機器等に関する情報提供業務完了報告書（案）について 

(ｳ) 令和８年度消防機器等に関する情報提供業務事業実施計画（案）について 

(ｴ) 令和８年度予防技術講習会・予防技術情報交換会事業実施計画（案）について 

(ｵ) その他 

(2) 自主表示届出番号一覧表（令和７年７月）の作成 

消防法（昭和２３年法律第１８６号）第２１条の１６の４第１項に基づく総務大臣への届

出が令和６年６月末までに行われた自主表示対象機械器具等について、種別、届出者別等に

取りまとめて作成した。 

ア 目次 

はじめに 

第１ 自主表示制度の概要 

第２ 自主表示届出番号一覧表 

１ 動力消防ポンプ     Ｐ 

２ 消防用ホース      Ｈ 

３ 消防用吸管       Ｓ 

４ 消防用結合金具     Ｃ 

  ５ エアゾール式簡易消火具 Ａ 

６ 漏電火災警報器変流器  Ｚ 

７ 漏電火災警報器受信機  Ｅ 

イ ホームページにおける掲載 

一覧表については、今年度から印刷配付を取り止めることとし、機器協会のホームペー 

ジに掲載した。 

(ｱ) 原則として、印刷配付していたデータをＰＤＦとして掲載 

(ｲ) 種別及び届出者別にデータを掲載 

(ｳ) 更新時期は、７月とし、６月までに届出されたものを含めて更新 

(3) 消防法令改正関係資料の作成 

令和６年７月から令和７年６月までの間において、原則、消防庁予防課から発出された消 

防法令の改正通知、予防行政に関する主な通知等を取りまとめて作成した。 

ア 目次 

はじめに 

第１ 検定制度関係 

第２ 消防用設備等技術基準関係 

第３ 用途別の消防用設備等技術基準・防火安全対策等関係 
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第４ 消防用設備等試験基準・点検制度関係 

第５ 違反処理等関係 

第６ 住宅防火対策関係 

第７ 電子申請関係 

第８ その他 

イ ホームページにおける掲載 

法改正資料については、今年度から印刷配付を取り止めることとし、印刷配付をしてい 

たデータをＰＤＦとして会員専用ページに掲載した。 

(4) 予防技術講習会及び予防技術情報交換会 

講習会は、消防本部（都道府県消防主管部を含む。）において予防業務に従事されている 

職員を主として対象とするものであり、主催は検定協会、機器協会は協賛として開催企画、 

準備、運営等を実施した。 

ア 開催計画及び準備 

(ｱ) 開催時期は、７月とすること。 

(ｲ) 参加募集人員を両会場とも約３００名程度とすること。 

(ｳ) 講習時間は、３時間程度とすること。 

イ 開催日時、場所等 

(ｱ) 東京会場 定員３００名 

     令和７年７月１８日（金）１３時３０分から１７時まで 

アルカディア市ヶ谷 富士の間 ３階 

(ｲ) 大阪会場 定員３００名 

令和７年７月１１日（金）１３時３０分から１７時まで 

ＴＫＰガーデンシティＰＲＥＭＩＵＭ心斎橋 バンケット３Ａ 

ウ プログラム 

(ｱ) 東京会場 

開会［１３：３０］ 

13:30～13:40 挨拶  検定協会 理事長           市橋 保彦 

13:40～13:50 挨拶  消防庁 予防課長           渡辺 剛英 

13:50～14:10 感震ブレーカーについて 

消防庁予防課 予防係           高木 亮二 

14:10～14:50 予防行政の動向について（その１） 

住宅防火対策の推進等関係 

消防庁予防課 予防係           高木 亮二 

14:50～15:00 休憩 

15:00～15:45 予防行政の動向について（その２） 

違反是正及び防火管理制度関係 

消防庁予防課 企画調整係長(併)制度係長(併)防火管理係長 

辻  宣拓 

15:45～16:00 日本消防検定協会の業務紹介について 

検定協会 企画研究部 企画研究課 課長  齋藤 英基 

16:00～16:05 休憩 

16:05～16:55 予防行政の動向について（その３） 

消防用設備等に係る技術基準関係 

消防庁予防課 設備専門官(併)理事官    明田 大吾 

16:55～17:00 消防機器業界の情報について 

         機器協会 常務理事            飯塚  治 

閉会［１７：００］ 
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(ｲ) 大阪会場 

開会［１３：３０］ 

13:30～13:40 挨拶  検定協会 理事長           市橋 保彦 

13:40～14:00 感震ブレーカーについて 

消防庁予防課 予防係長          谷川 貴亮 

14:00～14:40 予防行政の動向について（その１） 

住宅防火対策の推進等関係 

消防庁予防課 予防係長          谷川 貴亮 

14:40～14:50 休憩 

14:50～15:35 予防行政の動向について（その２） 

違反是正及び防火管理制度関係 

消防庁予防課 設備係長(併)法令係長    関   洸 

15:35～15:55 日本消防検定協会の業務紹介について 

検定協会 企画研究部 企画研究課 課長   齋藤 英基 

15:55～16:00 休憩 

16:00～16:50 予防行政の動向について（その３） 

消防用設備等に係る技術基準関係 

消防庁予防課 設備係長(併)法令係長    関   洸 

16:50～17:00 消防機器業界の情報について 

         機器協会 常務理事            飯塚  治 

閉会［１７：００］ 

エ 申込者及び出席者 

(ｱ) 予防技術講習会 

東 区 分 消防職員 講師・事務局等 合 計 

京 

会 

場 

講習申込者 ３００  ３００ 

欠 席 者   ６    ６ 

出 席 者 ２９４ １６ ３１０ 

大 

阪 

会 

場 

区 分 消防職員 講師・事務局等 合 計 

講習申込者 ３０４  ３０４ 

欠 席 者   ８    ８ 

出 席 者 ２９６ １６ ３１２ 

 

合 

計 

区 分 消防職員 講師・事務局等 合 計 

講習申込者 ６０４  ６０４ 

欠 席 者  １４   １４ 

出 席 者 ５９０ ３２ ６２２ 

(ｲ) 予防技術情報交換会 

東 区 分 消防職員 講師・事務局等 合 計 

京 

会 

場 

申 込 者   ４４   ４４ 

欠 席 者    ３    ３ 

出 席 者   ４１ １６  ５７ 

大 

阪 

会 

場 

区 分 消防職員 講師・事務局等 合 計 

申 込 者   ９９   ９９ 

欠 席 者   １２   １２ 

出 席 者   ８７ １６ １０３ 

 

合 

区 分 消防職員 講師・事務局等 合 計 

申 込 者 １４３  １４３ 
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計 欠 席 者   １５   １５ 

出 席 者 １２８ ３２ １６０ 

オ 資料 

   (ｱ) 配付資料 

１ プログラム 

２ アンケート用紙 

３ 令和７年度予防技術講習会資料 

４ 日本消防検定協会パンフレット 

(ｲ) 資料の仕様等 

ａ プログラム及びアンケート用紙 

Ａ４版、１ページ、６００部印刷 

ｂ 令和７年度予防技術講習会資料 

Ａ４版、１０７ページ（カラー印刷）、７００部 

ｃ 配付先 

東京会場    ３３０ 部 

大阪会場    ３３５ 部 

欠席者等     １４ 部 

消防庁     １０ 部 

機器協会     １１ 部 

合  計   ７００ 部 

(ｳ) 令和７年度予防技術講習会資料の目次 

はじめに 

１ 感震ブレーカーについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

消防庁予防課 

２ 予防行政の動向（その１）住宅防火対策の推進等関係・ ・・・・・ １３ 

消防庁予防課 

３ 予防行政の動向（その２）違反是正及び防火管理制度関係・・・・・ ３５ 

消防庁予防課 

４ 検定業務等に関する情報提供・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５７ 

検定協会 

５ 予防行政の動向（その３）消防用設備等に係る技術基準関係・・・・ ６７ 

消防庁予防課 

６ 消防機器業界に関する情報提供・・・・・・・・・・・・・・・・ １０１ 

機器協会  

カ アンケート結果 

(ｱ) 回答率等 

会場の区分 出席者数 アンケートの回答者数 回答率(％) 

東京会場 ２９４ ２５４ ８６．４ 

大阪会場 ２９６ ２６０ ８７．８ 

合  計 ５９０ ５１４ ８７．１ 

(ｲ) 回答結果の概要 

ａ 研修会の内容については、「参考になった」及び「普通」と回答した出席者が東京 

会場では９８％、大阪会場では９８.８％となっている。 

ｂ 研修会の配付資料については、「参考になった」及び「普通」と回答した出席者が 

東京会場では９８％、大阪会場では９９.６％となっている。 

ｃ 講習会に参加した動機については、「内容に興味があった」及び「上司に勧められ 

た」と回答した出席者が東京会場では８６.４％、大阪会場では８８.６％と、「その 
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他」と回答した出席者が東京会場では１２．４％、大阪会場では９.１％となっている。 

なお、「その他」の内容は、予算化されている、公務、自己研鑽等となっている。 

ｄ 現在の担当業務については、主として、「予防（設備関係）」と回答した出席者が 

東京会場では３８．３％、大阪会場では４４％と、「予防（防火査察関係）」と回答 

した出席者が東京会場では３２．１％、大阪会場では３１．７％と、「予防（危険物 

関係）」と回答した出席者が東京会場では１２．２％、大阪会場では１０．９％と、 

「火災調査」と回答した出席者が東京会場では１０．１％、大阪会場では６．８％と、 

「警防関係」と回答した出席者が東京会場では２．４％、大阪会場では１．６％と、 

「総務関係」と回答した出席者が東京会場では２％、大阪会場では０．７％となって 

いる。 

ｅ 担当業務の勤務年数については、「１年未満」と回答した出席者が東京会場では２ 

８．７％、大阪会場では２８．８％と、「１年以上３年未満」と回答した出席者が東 

京会場では２８％、大阪会場では２８．８％と、「３年以上５年未満」と回答した出 

席者が東京会場では１３．８％、大阪会場では１４．６％と、「５年以上」と回答し 

た出席者が東京会場では２３．２％、大阪会場では２４．６％なっている。 

ｆ 今後の講習会で取り上げてほしい事項 

(a) 法令の解説、法令改正の背景、違反是正など消防行政等に関する事項 

(b) 不良事例、最新技術など消防用設備等に関する事項 

(c) 感震ブレーカー、リチウムイオン電池など関する事項 

(d) ＤＸ・ＩＴ等に関する事項 

(e) 最新情報に関する事項 等 

(5) 消防機器等に関する研修会及び意見交換会 

研修会は、機器協会会員団体、企業等の関係者を主として対象とする研修会であり、検定 

協会及び機器協会の共催により開催した。また、研修会開催に当たっては、事務局長会議に 

おいて傘下会員団体に対して案内を行うとともに、機器協会のホームページに掲載し、参加 

  登録については、グーグルフォームを使用して行った。 

ア 開催計画及び準備 

(ｱ) 開催時期は、１０月頃とすること。 

(ｲ) 出席募集人員は、東京会場については３００名、大阪会場については１５０名程度と 

すること。 

(ｳ) 研修時間は、３時間程度とすること。 

イ 開催日時、場所等 

(ｱ) 東京会場 定員３００名 

令和７年１１月２５日（火）１４時から１７時まで 

アルカディア市ヶ谷 富士の間 ３階 

(ｲ) 大阪会場 定員１５０名 

令和７年１２月５日（金）１４時から１７時まで 

ＴＫＰガーデンシティＰＲＥＭＩＵＭ心斎橋 バンケット３Ａ北 ３階 

ウ プログラム 

開会［１４：００］ 

14:00～14:10 挨拶 機器協会 会長                  板倉 秀樹 

           検定協会 理事長                      市橋 保彦 

 14:10～15:10 予防行政の動向について 

消防庁予防課 設備専門官（併）理事官      明田 大吾  

15:10～15:20 休憩 

15:20～15:50 型式試験、型式適合検定等における不合格事例等について 

           検定協会 企画研究部 業務統括役       中西  潤 



 

19 
 

15:50～16:50 予防行政の動向について 

消防庁予防課 設備専門官（併）理事官      明田 大吾  

16:50～17:00 消防機器業界の話題について 

           機器協会 常務理事            飯塚  治 

閉会［１７：００］ 

エ 申込者及び出席者 

(ｱ) 研修会 

東 区 分 メーカー等 講師・事務局等 合 計 

京 

会 

場 

研修申込者 １６５  １６５ 

欠 席 者   １０    １０ 

出 席 者 １５５ ２０ １７５ 

大 

阪 

会 

場 

区 分 メーカー等 講師・事務局等 合 計 

研修申込者 ７２  ７２ 

欠 席 者   ５    ５ 

出 席 者 ６７ １３ ８０ 

 

合 

計 

区 分 メーカー等 講師・事務局等 合 計 

研修申込者 ２３７  ２３７ 

欠 席 者   １５    １５ 

出 席 者 ２２２ ３３ ２５５ 

(ｲ) 意見交換会 

東 区 分 メーカー等 講師・事務局等 合 計 

京 

会 

場 

申 込 者 ７４  ７４ 

欠 席 者 １０  １０ 

出 席 者 ６４ １８ ８２ 

大 

阪 

会 

場 

区 分 メーカー等 講師・事務局等 合 計 

申 込 者 ３２  ３２ 

欠 席 者   ５    ５ 

出 席 者 ２７ １４ ４１ 

 

合 

計 

区 分 メーカー等 講師・事務局等 合 計 

申 込 者 １０６  １０６ 

欠 席 者   １５    １５ 

出 席 者   ９１ ３２ １２３ 

オ 資料 

(ｱ) 配付資料 

配付資料は、次のとおりである。 

１ プログラム 

２ アンケート用紙 

３ 令和７年度消防機器等に関する研修会資料 

４ 日本消防検定協会パンフレット 

(ｲ) 資料の仕様等 

ａ プログラム及びアンケート用紙 

Ａ４版、１ページ、プログラム２６０部、アンケート用紙２５０部 

ｂ 令和７年度消防機器等に関する研修会資料 

Ａ４版、７０ページ（カラー印刷）、３００部 

ｃ 配付先  
テキスト(部) プログラム(部) アンケート用紙(部) 
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東京会場 １７５ １７５ １６０ 

大阪会場   ８０   ７５ ７０ 

送付用   １５   －   － 

消防庁     ５     １ １ 

各工業会等    １６   －   － 

予備     ９     ９   １９ 

合  計 ３００  ２６０ ２５０ 

(ｳ) 令和７年度消防機器等に関する研修会テキストの目次 

はじめに 

１ 予防行政の動向について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

消防庁予防課 

２ 型式試験、型式適合検定等における不合格事例等について ・・・・  ４９ 

検定協会 

４ 消防機器業界の話題について ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５７ 

機器協会  

カ アンケート結果 

(ｱ) 回答率等 

会場の区分 出席者数 アンケートの回答者数 回答率(％) 

東京会場 １５５ １２１ ７８．１ 

大阪会場   ６７   ５７ ８５．１ 

合  計 ２２２ １７８ ８０．２ 

(ｲ) 回答結果の概要 

ａ 研修会の内容については、「参考になった」及び「普通」と回答した出席者が東京 

会場では９８％、大阪会場では９７％となっている。 

ｂ 研修会の配付資料については、「参考になった」及び「普通」と回答した出席者が 

東京会場では９７％、大阪会場では９７％となっている。 

ｃ 現在の所属部署については、主として、「営業・販売」と回答した出席者が東京会 

場では３３．３％、大阪会場では４３．９％と、「保守・施工管理」と回答した出席 

者が東京会場では７．５％、大阪会場では１２．３％と、「設計・開発」と回答した 

出席者が東京会場では２５．０％、大阪会場では１５．８％と、「製造・品質管理」 

と回答した出席者が東京会場では５．８％、大阪会場では１２．３％と、「総務・管 

理」と回答した出席者が東京会場では１５．０％、大阪会場では５．３％と、「その 

他」と回答した出席者が東京会場では７．５％、大阪会場では３．５％となっている。 

ｄ 研修会の開催を何で知ったかについては、「工業会からの案内」と回答した出席者 

が東京会場では７３％、大阪会場では６８％と、「社内広報」と回答した出席者が東 

京会場では１３％、大阪会場では１４％と、「機器協会のホームページ」と回答した 

出席者が東京会場では７％、大阪会場では７％となっている。 

ｅ 研修会に参加した動機については、「内容に興味があった」及び「上司に勧められ 

た」と回答した出席者が東京会場では８４％、大阪会場では８２％と、「業務命令」 

と回答した出席者が東京会場では９％、大阪会場では９％となっている。 

ｆ 今後の研修会で取り上げてほしい事項 

(a) 法令改正の解説、地方の火災予防条例の解説、各種検討会に関する情報など消防 

行政等に関する事項 
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(b) 新技術、新型の消防用設備等、奏功事例、不良事例、事故事例、駐車場用の水系 

設備、ラック式倉庫における火災時の消火設備など消防用設備等に関する事項 

(ｳ) ＰＦＡＳ、ＰＦＯＳ、泡消火薬剤等に関する事項 

(ｴ) リチウムイオン電池の回収、注意喚起方法、火災時の消火方法、消火設備の選定 

方法、規制の動向などに関する事項 

(ｵ) ＤＸ・ＩＴ等に関する事項 

(ｶ) 型式試験等における不合格事例の増減、不合格事例の詳細、検定等に関するポイ 

ントなど検定制度等に関する事項 

(ｷ) 海外の動向に関する事項 等 

(4) 消防法令改正関係資料の作成等 

消防法令改正関係資料（令和７年度）は、原則、令和６年７月から令和７年６月までの間 

において消防庁予防課から発出された消防法令の改正、予防行政に関する主な通知等を編冊 

したものを電子媒体として作成し、必要に応じて消防機器等に関する研修会等で使用するこ 

ととし、機器協会のホームページ会員専用ページに掲載した。 

資料の目次は、次のとおりである。 

はじめに 

第１ 検定制度関係 

第２ 消防用設備等技術基準関係 

第３ 用途別の消防用設備等技術基準・防火安全対策等関係 

第４ 消防用設備等試験基準・点検制度関係 

第５ 違反処理等関係 

第６ 住宅防火対策関係 

第７ 電子申請関係 

第８ その他 

(5) 自主表示届出番号一覧表の作成等 

自主表示届出番号一覧表（令和７年７月）は、自主表示対象機械器具等についての情報を 

取りまとめたものを電子媒体として作成し、必要に応じて消防機器等に関する研修会等で使 

用することとし、機器協会のホームページに掲載した。 

資料の目次は、次のとおりである。 

はじめに 

第１ 自主表示制度の概要 

第２ 自主表示届出番号一覧表 

１ 動力消防ポンプ Ｐ 

２ 消防用ホース Ｈ 

３ 消防用吸管 Ｓ 

４ 消防用結合金具 Ｃ 

   （消防用ホースに使用する差込式又はねじ式の結合金具及び消防用吸管に 

使用するねじ式の結合金具） 

５ エアゾール式簡易消火具 Ａ  

６ 漏電火災警報器変流器 Ｚ 

７ 漏電火災警報器受信機 Ｅ 

第３ 消防ポンプ自動車に係る機関及び車台の一覧表  
(6) ホームページ等による広報 

機器協会のホームページ会員専用ページにおいて、情報提供を行った。 
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５ 消防機器海外展開支援センターの業務関係 

 

国及び消防庁が行う消防機器の海外展開に係る政策等に協力するとともに、機器協会の会員 

団体・企業の行う海外展開に関する事業に資する対象国の市場状況、基準認証制度の状況、手 

続き等の情報の収集・提供を行うなど、日本の消防機器の海外展開に資する業務を行うために、 

「消防機器海外展開支援センター（以下「支援センター」といいます。）」を令和２年４月１ 

日に設置した。 

 

(1) 支援センターの会員 

支援センターは、機器協会の傘下会員団体・企業のうち、支援センターの設置目的及び消 

防機器の海外展開に資する業務に賛同し、会員登録を行った特別会員及び正会員から構成し 

ている。 

現在、会員は、次の特別会員９社及び正会員１３社の計２２社となっている。 

（順不同敬称略） 

特別会員 ９社 

オリロー株式会社       株式会社赤尾    能美防災株式会社 

株式会社初田製作所      ホーチキ株式会社  ニッタン株式会社 

株式会社シバウラ防災製作所  トーハツ株式会社  日本ドライケミカル株式会社  

 

正会員 １３社 

ナカ工業株式会社       浦野工業株式会社  日本機械工業株式会社    

株式会社コーアツ       帝国繊維株式会社  帝人株式会社        

櫻護謨株式会社        株式会社モリタ   モリタ宮田工業株式会社   

船山株式会社         芦森工業株式会社  新コスモス電機株式会社   

タマダ株式会社 

(2) 運営協議会・幹事会合同会議 

令和７年４月７日（月）１５時からアルカディア市ヶ谷（阿蘇の間 ５階）において開催 

  した。 

主な議題は、次のとおりである。 

ア 第１号議案 令和６年度事業報告書（案）及び決算報告書（案）について 

→ 原案のとおり承認された。 

イ 第２号議案 令和７年度事業計画書（案）及び収支予算書（案）について 

→ 原案のとおり承認された。 

(3) 総会 

令和７年４月７日（月）１６時からアルカディア市ヶ谷（阿蘇の間 ５階）において、第 

３回総会が開催され、特別会員９社及び正会員９社（欠席６社）が出席するとともに、オブ 

ザーバとして消防庁予防課（川合国際規格対策官、川島国際規格係長）、検定協会（田中理 

事、古澤企画研究部長、齋藤企画研究課長、風間課長補佐）及び安全センター（鈴木専務理 

事、手塚企画研究部長、今野国際業務課長、竹内調査役）が出席した。 

伊藤運営協議会議長及び川合国際規格対策官の挨拶が行われ、川島国際規格係長から情報 

提供（消防機器の海外展開に関する消防庁の取組み）が行われた後に総会が開始され、次の 

事項について、報告され、特に意見等はなかった。 

ア 令和６年度事業報告及び決算報告について 

イ 令和７年度事業計画書及び収支予算書について 

ウ ベトナム国ホーチミン市で開催予定の防災展の概要について 

また、総会終了後、懇親会が同会場において開催され、特別会員及び正会員の関係者並び 

に消防庁予防課、日本消防検定協会及び安全センターの皆様が参加し、歓談、情報交換等が 
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行われた。 

(4) ベトナム国における防災展（別添１） 

ベトナム社会主義共和国（以下「ベトナム国」という。）ホーチミン市のサイゴン エキシ 

ビション＆コンベンション センター ホールＡ（以下「ＳＥＣＣ」という。）において、 

防災展（ＦＩＲＥ ＳＡＦＥＴＹ ＆ ＲＥＳＣＵＥ ＶＩＥＴＮＡＭ ２０２５）が令和 

７年８月１４日（木）から１６日（土）までの３日間開催され、日本から「ＪＡＰＡＮ Ｆ 

ＩＲＥ ＰＡＶＩＬＩＯＮ」として、４企業及び２団体が出展した。 

防災展には、１７カ国、約４８０社が出展し、その入場者数は前回より増加し１６，８９ 

９名とされている。 

また、防災展と合わせて開催されるベトナム国公安省消防救難警察局（以下「ＶＦＲＰＤ」 

といいます。）主催のセミナーには消防庁予防課の川合国際規格対策官による「消防救助分 

野における日本の新技術の研究開発の実施状況」についての講演、「ＪＡＰＡＮ ＦＩＲＥ  

ＰＡＶＩＬＩＯＮ」へのインタビュー（出展企業及び製品等について 機器協会飯塚説明）、 

ＶＦＲＰＤとの意見交換会及びベトナム消防救助協会（以下「ＶＦＲＡ」といいます。）と 

の意見交換会を行った。 

ＶＦＲＡは、防災展の開催期間中に、シンガポール消防協会（ＦＰＡＳ）と協力に関する 

覚書（ＵＬも出席）、台湾消防安全センター研究財団との会談及び韓国消防庁との会談を実 

施している。 

(5) 火災予防技術専科研修 

平成３０年１０月に締結された「日本国総務省とベトナム社会主義共和国公安省との消防 

分野における協力覚書」に基づく研修は、原則として、火災予防技術基礎研修（令和５年２ 

月実施）修了者等に対して実施した。 

ア 消火器研修（２名） 

(ｱ) 期間 令和７年１２月８日（月）から１２日（金）まで 

(ｲ) 研修場所 検定協会本所 

(ｳ) 視察場所 なし 

(ｴ) 研修内容 消火器及び消火器用消火薬剤の規格、試験方法、判断基準等 

イ 消防設備研修（２名）中止 

(ｱ) 期間 令和７年１０月２７日（月）から３１日（金）まで 

(ｲ) 研修場所 検定協会本所 

(ｳ) 視察場所 トーハツ株式会社 Ｒ＆Ｄセンター 

オリロー株式会社 本社ショールーム 

(ｴ) 研修内容 金属製避難はしご、緩降機及び可搬消防ポンプの規格、試験方法、判断基 

準等 

ウ 警報設備研修（２名） 

(ｱ) 期間 令和８年１月２６日（月）から３０日（金）まで 

(ｲ) 研修場所 検定協会本所 

(ｳ) 視察場所 ニッタン株式会社 大利根工場 

能美防災株式会社 能美テクノリウムメヌマ 

(ｴ) 研修内容 住警器、感知器、中継器及び受信機の規格、試験方法、判断基準等 

エ 開講式等 

研修は、初日の開講式、検定協会の業務、施設紹介等が行われた後に行われ、初日の研 

修が終了した後に歓迎会を実施した。 

なお、研修最終日に送別会を予定していたが、研修修了者の要望により中止した。 
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６ 社会貢献委員会の事業関係 

 

(1) 社会貢献委員会 

社会貢献委員会は、令和７年３月２７日（木）１４時３０分からアルカディア市ヶ谷（妙 

高の間 ７階）において開催され、令和７年度社会貢献事業実施計画、令和７年度住警器等 

配付モデル事業実施要綱、令和７年度消火栓配付モデル事業実施要綱及び令和７年岩手県大 

船渡市の林野火災による災害義援金の贈呈を決議した。 

(2) 配付モデル事業実施地区等の募集 

住警器等配付モデル事業実施地区及び消火栓配付モデル事業実施消防本部の募集を行い、 

住警器等については３１道県の６３団体（地区）、消火栓については１１道府県の１５消防 

本部（消防署）から応募があった。 

(3) 配付モデル事業実施地区等の選定 

住警器等配付モデル事業実施地区選定委員会を７月２９日（月）１０時からアルカディア 

市ヶ谷（妙高の間 ７階）において開催し、２０地区を住警器等配付モデル事業実施地区と 

して、１地区を住警器配付モデル事業実施地区として、５消防本部を消火栓配付モデル事業 

実施消防本部として選定した（別添２）。 

２０地区の住警器等配付モデル事業実施地区には住警器２，０００個、住宅用消火器５０ 

  ０本及び防炎毛布５００枚を、１地区の住警器配付モデル事業実施地区には１００個の住警 

器を、５消防本部の消火栓配付モデル事業実施消防本部には１台の訓練用の消火栓を寄贈す 

ることとした。 

なお、寄贈した住警器については火報工業会から、住宅用消火器については消火器工業会 

  から、防炎毛布については防炎協会から、消火栓については放水工業会からそれぞれ提供を 

受けている。 

令和７年度の贈呈式等は、住警器等贈呈式及び住宅防火対策講演会にあっては知多中部広 

域事務組合消防本部（愛知県半田市・向山公民館。別添３）において令和７年９月１３日（ 

金）に、また、消火栓贈呈式にあっては志太広域事務組合志太消防本部（静岡県焼津市・焼 

津市消防防災センター。別添４）において令和８年２月２７日（金）に実施している。 

 

７ その他 

 

(1) 各団体事務局職員との合同懇親会等 

各団体事務局職員の合同懇親会を令和７年８月５日（火）に開催し、職員相互の親睦を図 

った。 

(2) 団体保険（全消機保障制度） 

会員団体の各企業にパンフレットを配付し、申込を取りまとめた結果は、次のとおりであ 

る。 

ア 生保関係 

昨年度の９団体６９名から、９団体６２名となった。 

イ 損保関係 

昨年度の１９団体２２０名から、２３団体２１１名となった。 

(3) 令和９年度新年名刺交換会・新年互礼会 

次のとおり開催することとし、準備を進めている。 

ア 令和９年新年名刺交換会 

    令和９年１月７日（木）１５時から 明治記念館 冨士の間 

イ 令和９年新年互礼会 

令和９年１月１２日（火）１５時から ホテルグランビア大阪 名庭の間 

ウ 西日本地区の消防機関・消防機器業界関係者との意見交換会 
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令和９年１月１２日（火）１４時３０分から ホテルグランビア大阪 桜の間 

(4) 入札制度アンケート 

官公需等における入札価格等の現状や課題を把握し、「物価上昇を上回る賃上げ」、「国 

や自治体における低入 札価格調査制度、最低制限価格制度等の導入拡大」等について、政府 

与党をはじめとする関係機関への働きかけの材料として活用し、消防機器業界における「賃 

上げ」や「入札制度等の見直し」などの実現につなげることを目的として、「入札制度アン 

ケート」を実施し、令和７年１２月に、その集計結果を機器協会のホームページに掲載した。 

なお、このアンケートは、安全センターのご協力をいただき実施している。 


	令和７年度事業報告書

